（様式１）
企 画 提 案 参 加 申 込 書
令和　　年　　月　　日

徳島県知事　殿
住所 　　　　　　　　　　　　 
団体名及び 　　　　　　　　　　　　 
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　
　

産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務公募型プロポーザルに参加したいので、次のとおり資料を提出します。
なお、添付書類の記載事項について事実と相違しないことを誓約します。
１　事 業 名　産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務
２　提出資料　公募型プロポーザル参加資格確認書（様式２）
(様式２）
公募型プロポーザル参加資格確認書
徳島県知事　殿
事業名：産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務
　１　当団体は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当しない者です。
　２　当団体の役員は、次の①又は②のいずれにも該当しない者です。
　　①　破産者で復権を得ない者
　　②　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から
　　　２年を経過しない者
　３　当団体は、次の①から③までのいずれにも該当しない者です。
　　①　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づき再生手続開始の申立てをされた者で、同法第１７４条第１項の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。）
　　②　会社再生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき再生手続開始の申立て（同法附則第
２条の規定によりなお従前の例によることとされる再生事件に係るものを含む。以下同じ。）がなされている者（同法に基づき再生手続開始の申立てをされた者で、同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。）
　　③　破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）
　４　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者ではありません。
　５　特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とした法人、公序良俗に反する等適当でないと認められる者ではありません。
　６　当団体は、県との協力・連携体制及び個人情報保護の体制を構築できる者です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記のとおり相違ないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
（提 出 者）住     所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名及び　　　　　　　　　　
                                    代表者職・氏名　　　　　　　　　
（様式３）
産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業
委託業務企画提案書
令和　　年　　月　　日

徳島県知事　殿
住所  　　　　　　　　　　　
団体名及び  　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　
　

次のとおり、産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務企画提案書及び関係書類を提出します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　企画提案書（様式４）
２　履歴事項全部証明書の写し
（様式４）

企画提案書（産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業）
	団体名
	

	（ふりがな）

代 表 者 名


	

	所　在　地
	〒



	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	

	事　業  名
	産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務

	事 業 概 要


	・事業全体の概要



	実 施 計 画
	1 企画実施（案）
※徳島県の実情に応じた課題解決への方策や効果的な支援策の検討に資する基礎資料とするための工夫等について具体的に記載すること。
　 ※調査票の回収率向上のための方策を記載すること。
　 ※必要に応じて提案内容を補足するための資料を別紙で添付することも
可能です。
2 調査内容（案）
※公募要領に記載の「想定される主な調査項目」の他、本調査の目的に合致する調査項目を例示すること。
③ 分析方法
※課題やデータ分析を効果的に実施するための具体的な方法を記載すること。
4 実施スケジュール

5 実施体制



	事業に関連する
これまでの実績


	※自治体と連携した調査・分析事業や妊産婦等への施策に関する事業について、これまでの実績を記載すること。




＜委託事業経費（予定額）＞

　経費予定額　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　別
	内　　　訳
	経費予定額

	人 件 費
	賃　金
	給与　○○○円×○月分

事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事 業 費
	報償費
	謝金　○○○円×○回


	

	
	旅　費
	ガソリン代　徳島市⇔○○　○○○円×○回

宿泊代、日当等
	

	
	需用費
	消耗品費

印刷製本費

　アンケート用紙印刷費　○○円×○○○○部

　封筒印刷費　○○円×○○枚

　報告書印刷費　○○○円×○冊
	

	
	役務費
	通信運搬費


	

	
	委託料
	委託料


	

	
	使用料及び

賃借料
	機材リース料　○○○円×○月分


	

	
	消費税相当額
	
	

	合　　　計
	
	


※　委託経費の区分についての経費計上の留意事項等
①　本事業の実施に直接必要とする経費のみ計上すること。

　②　本事業における経費については、他の経費と明確に区分し経理すること。

3 人件費（社会保険料等を含む）については、雇用の必要性及び金額（人数、時間、単価）の

妥当性を判断の上、計上すること。
④　報償費については、専門家に対する謝金のほか、外部の者に依頼する事業実施の労務、実技指導、単純労働、その他の労務に対して支払うものとする。
⑤　報償費、旅費等については、その対象・内訳等が分かる書類を添付すること。その他の経費についても内訳が分かる見積書等の書類を添付すること。
⑥　需用費のうち消耗品費については、各種事務用品、書籍類、その他事業の実施に直接必要とする消耗品を対象とする。

⑦　需用費のうち印刷製本費については、アンケート用紙、配布用・返信用封筒、報告書、その他事業実施に係る印刷物等の印刷製本又は複写（見積書・請求書等には印刷・製本仕様を記載のこと。）に要する経費とする。

⑧　役務費については、はがき・切手代、郵送料、宅配便等の料金、物品等梱包発送による運搬料とする。なお、切手を購入する場合、必要最小限の枚数とし受払簿等で適切に管理すること。

⑨　委託料については、データ入力作業
や回収率向上のための取組等を専門業者に委託する場合の経費とする。

⑩　使用料及び賃借料については、機械・物品・用具・器具・設備等の借料やリース料（見積書・請求書等には、使用期間（時間）、数量等を記載のこと。）を対象とする。

⑪　消費税相当額については、団体が課税事業者（納税義務者）で、不課税経費を計上している場合に、それに該当する消費税相当額のみ計上すること。この場合、課税事業者である旨を確認できる書類を添付すること。（業者等に支払う消費税額については、当該経費区分に税込額を計上すること。）

⑫　上記に記載する経費以外の経費については、原則として本事業の対象経費としない。

（様式５）
産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務
企画提案に係る質問書
令和　　年　　月　　日
（質問者）　　　　　　　　　　　　　　　　　
名称（商号）　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　
　質問事項
	


　（提出先）〒770-8570

　　　　　　徳島市万代町1丁目1番地

　　　　　　徳島県こども未来部子育て応援課　母子保健担当

　　　　　　　電話番号　 088-621-2790
　　　　　　　メールアドレス　kosodateouenka@pref.tokushima.lg.jp
